
甲賀市立地適正化計画
の策定について

第２３回

甲賀市都市計画審議会

平成２９年８月１０日
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資料３



立地適正化計画とは

平成２６年８月に都市再生特別措置法が改正され「コンパクトシ
ティ＋ネットワーク」を目指す制度として創設

・都市再生特別措置法第８１条

『都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画』

・立地適正化計画作成の手引き（国土交通省都市局）

『都市計画マスタープラン高度化版』
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立地適正化計画策定の目的

人口減少や高齢化社会への対応として、高齢者や子育て世代を
はじめとする住民の多様なライフスタイルに沿った拠点を形成し、
それぞれを公共交通機関等のネットワークで接続する。

都市機能や居住の効果的な立地等により、人口の維持・増加を
図り、エリア価値や地価の向上を図る。

持続可能な自治体経営
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（ 約11％）

甲賀市及び類似都市（人口１０万人クラス）の人口動態
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甲賀市

2010年：93千人
2040年：76千人
2010年から△19％
（△18千人）

2010年から＋38％
＋7千人

2010年から△32％
△19千人

2010年から△43％
△6千人

（推計値）



日本の長期的な人口推計
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人口減少のデメリットとは？
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・都市の活力が無くなる？

・税収が減る？

・なんとなく寂しい？

持続可能な自治体
経営の視点から整
理が必要



人口減少の負のスパイラル

・人口減少により市場規模が縮小することで、商業施設等が撤退、
廃業し都市の利便性が低下

・人口減少により労働力の供給が低下することで、既存工場等が
撤退・廃業など

地価が下落し、市税収入の約５割を占める固定資産税が減少

財源不足により、行政サービスの質・量が低下することで人口がさ
らに流出し、自治体経営が困難になる。
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地方都市における現状と課題
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甲賀市における都市づくりの課題

都市づくりの課題都市づくりの現状
人口減少・高齢化

このまま放置した場合の問題点市街地の低密度化

課題：人口減少、少子高齢化に対応する、財政的にも持続可能な都市構造
を構築する必要がある

（居住機能）

（都市機能）
・日常生活に必要な都市サービスが身近に利用できなくなる

新たな都市構造の構築が必要

（公共交通）
・高齢者等の交通弱者の外出機会が失われる

厳しい財政状況

（地域別）
水口町水口等→人口減少が加速

希望ケ丘、貴生川→急速な高齢化

上記以外の水口、土山、甲賀、甲南、信楽→徒歩圏での都市機
能が不足

・高齢者を中心とした住民が点在して居住する

・各施設までの移動が困難になる

合併前からの
一定の都市機能の集積

公共交通の利用減少

9



施策の方向性
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都市のコンパクト化の必要性
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立地適正化計画の区域【都市機能誘導区域】

■都市機能誘導区域を定めることが考えられる区域
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■居住誘導区域を定めることが考えられる区域

立地適正化計画の区域【居住誘導区域】
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計画策定の概要

策定期間・・・平成２９年度から平成３０年度

計画区域・・・市内の３都市計画区域の全域

都市機能誘導区域、居住誘導区域

甲賀都市計画区域の市街化区域内

土山都市計画区域の用途地域内

信楽高原都市計画区域の用途地域内
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年度別 【平成２９年度】 【平成３０年度】

項目 ・目指すべき都市の骨格構造の検討
・都市機能誘導区域の設定及び誘導施策の検討
・誘導施設に関する検討

・居住誘導区域の設定及び誘導施策の検討
・評価指標と目標値の設定

意見聴取等
（予定）

・市民及び不動産関係者との懇談会
・事業者への意見、提案等のアンケート調査
・都市計画審議会への説明、意見聴取

・パブリックコメントの実施
・地域区長会への説明
・都市計画審議会への意見聴取、諮問



甲賀市における将来都市構造
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都市核
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都市拠点

水口地域の中心地部を都市拠点に位置づける。

都市拠点は商業・業務等を中心とする都市機能の集積を図るとともに、行政施

設、医療・福祉施設、教育関連施設、観光関連施設等の多様な都市機能の誘致・

集積を図る。

地域拠点

土山地域、甲賀地域、甲南地域、信楽地域の中心地及び水口地域の貴生川地先

を地域拠点に位置づける。

地域拠点は各地域の日常生活を支える行政施設、医療・福祉施設、教育関連施

設、商業・業務等の都市機能の集積を図るとともに、観光、歴史文化、伝統産

業、伝統工芸等の地域個性を活かした都市機能の集積を図る。



多様性を活かしたネットワーク
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小さな拠点の形
成や農林施策を
はじめとした各
種施策展開によ
り、集落生活圏
の維持・活性化
を図る

市街地外
(田園・中山間地域)


